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貸 借 対 照 表 

(2019年12月31日現在) （単位：千円） 
 

科    目 金   額 科    目 金   額 

 
(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

未 収 入 金 

前 払 費 用 

そ の 他 

  

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

車 両 運 搬 具 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

  

投 資 そ の 他 の 資 産 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
 

497,405 

207,005 

282,009 

6,803 

1,583 

2 

 

91,626  

922  

544 

74 

302 

 

90,703 

2,010 

70,000 

13,593 

5,184 

△83  

 

  

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

1年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

  

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

 

 
 

345,007 

26,613 

16,666 

34,504 

77,964 

137,703 

35,775 

2,384 

11,923 

1,473 

 

41,781 

41,282 

499 

  

負 債 合 計 386,789 

 
(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 
 

202,241 

40,000 

100,000 

10,000 

90,000 

62,241 

62,241 

62,241 

 

純 資 産 合 計 202,241 

資 産 合 計 589,031 負 債 ・ 純 資 産 合 計 589,031 



〆≠●0 
201912_DS貸借対照表+個別注記表(決算公告用) 
○○○○○○㈱様 招集 20/03/13 15:42印刷 2/3 
 

 

 

個別注記表 

 

 自 2019年１月１日  
至 2019年12月31日 

 

株式会社デルタソリューションズ 
 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券の評価基準および評価方法 

 子会社株式および関連会社株式 …… 移動平均法による原価法  
 そ の 他 有 価 証 券  

 

 

 市 場 価 格 の あ る も の……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  市 場 価 格 の な い も の……… 移動平均法による原価法 

 ② たな卸資産の評価基準および評価方法 

  貯 蔵 品……… 最終仕入原価法 

（2）固定資産の減価償却の方法 

 有 形 固 定 資 産… 定率法 

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建  物 15年 

車両運搬具 ２～６年 

工具、器具及び備品 ４～５年  
 無 形 固 定 資 産… 定額法 

   

（3）引当金の計上基準 

 ① 貸 倒 引 当 金………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 ② 賞 与 引 当 金………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。 

 ③ 退 職 給 付 引 当 金………………… 従業員の退職給付に備えるため、給与規程に基づく期末要支

給額を計上しております。 

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の処理方法……税抜方式によっております。 

 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

（1）当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

   普通株式 1,000株

（2）当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

   普通株式 －株

（3）配当に関する事項 

  ① 配当金支払額 

   該当事項はありません。 

  ②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 
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 該当事項はありません。 

 

３．当期純損益金額 

当期純損失 △30,324千円 


